教私第１２８８号
令和７年５月９日
各私立専修学校・各種学校長　様
大阪府教育庁私学課長
勤労学生控除に関する専修学校・各種学校の課程等の

証明に関する手続について（依頼）

標記について、別添のとおり、文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室より依頼がありましたので、証明書の発行を希望する学校におかれましては、下記により書類を提出してください。
記

１　提出書類
（１）所得税法施行令第11条の3第2項に掲げる専修学校・各種学校の課程である旨の証明書の発行に関する申請の場合
※一度発行された証明書は、記載内容に変更がない限り有効です。証明書の記載内容に
変更がなければ毎年度申請していただく必要はありません。
　　　　※該当する課程・学科の廃止については、証明書に記載されている全ての課程・学科が
廃止となる場合を除き、申請を行う必要はありません。

　　　　　【例】発行されている証明書に５つの課程・学科の記載があり、その内４つが廃止と
なった場合でも、残りの１つが有効であれば、申請の必要はありません。
　　　ア．様式１・２
イ．学則
なお、名称や所在地等の変更に伴う申請の場合は、上記ア、イに加えて次の書類が必要です。
　　　ウ．発行されている証明書（原本）
　　　エ．新旧の比較対照表（任意様式）その他当該変更の内容を明らかにする書類
オ．当該変更につき、法令上必要な所轄庁の認可、または所轄庁への届け出を
証する書類の写し
（２）所得税法施行令第11条の３第１項第２号に基づき文部科学大臣が定める基準を満たす専修学校・各種学校である旨の証明書の発行に関する申請の場合
※本証明書の有効期限は1年であるため、毎年度申請が必要です。
※毎年度行う当該申請では、すでに交付された証明書の原本を提出（返戻）する必要は
ありません。
　　　ア．様式４・５
イ．学則
２　提出部数　　 １部
※様式及び学則については、必ずＡ４両面印刷で提出してください。
３　提出方法　　郵送及びE-mailの両方で提出してください
（１）提出先　　（郵送）大阪府教育庁私学課　総務・専各振興グループ：木村
住所：〒540-8570　大阪市中央区大手前３－１－43
大阪府庁新別館南館９階
　　　　　　　 （Ｅ-mail）件名：【勤労学生控除】学校番号_学校名
　　　　　　　　　　　　　フォルダ名：学校名　　※略称不可
　　　　　　　　　　　　　アドレス：shigakudaigaku-g03@sbox.pref.osaka.lg.jp
　（２）電子データ提出にあたってのフォルダ構成
1 　学校ごとに１つのフォルダ（学校名）を作成。　　※略称不可
②　①の中に、申請書及び総括表、学則、新旧対象表等の変更の内容が分かる書類及び当該変更について所轄庁に認可を受け、または届け出たことを証する書類（名称変更の場合のみ）を格納し提出ください。
４　提出期限　　令和７年６月２３日（月）必着

【担当】


私学課　総務・専各振興グループ：木村


TEL：06-6941-0351（内線４８６１）


E-mail：shigakudaigaku-g03@sbox.pref.osaka.lg.jp








